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はじめに
2007年12月18日，政府のワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会
議1）は「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕
事と生活の調和推進のための行動指針」（以下，「ワーク・ライフ・バラン
ス憲章」と略記）をとりまとめた。「ワーク・ライフ・バランス憲章」で
は，仕事と生活の調和が実現した社会とは「国民一人ひとりがやりがいや
充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たすとともに，家庭や地域生
活などにおいても，子育て期，中高年といった人生の各段階に応じて多様
な生き方が選択・実現できる社会」であるとされている。本来，「仕事と家
庭生活の調和は，われわれにとって普遍的な問題である。なぜなら職場に
おける労働条件は，その裏側における家族生活の豊かさを規定するからで
ある。したがって問題なのは，どのような論理で「多様な生き方」が保障
されるかである。現実には，わが国におけるワーク・ライフ・バランスを
めぐる議論から明らかなように，自律的で中立的な個人による，「多様な働
き方」の自由な「選択」という文脈でワーク・ライフ・バランス政策が説
明されている。この論理は，1980年代以降の「福祉の契約主義化」（White 
2003）を反映するものであろう。バーバラ・ボブソンが言うように，ケア
の責任がある人は，自由な「選択」にさいして，構造的に非対称という「細
工がほどこされたサイコロ」（Hobson 2003：1）しか使用できないのでは
ないだろうか。しかも本論で明らかにするように，その政策策定のプロセ
スは「仕事と家庭生活の調和」の論理が，雇用政策に取り込まれながら道
具主義的に変容する過程であった。 
本稿の目的は，日本のワーク・ライフ・バランス政策の論理を明らかに
し，仕事と家庭生活の調和が本来もっている理論的含意と，わが国の論争
において欠落している論理とは何かを明らかにすることである。結論をあ
らかじめ述べるならば，日本のワーク・ライフ・バランス論の特徴は以下
のとおりである。
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第一に，ワーク・ライフ・バランス政策は，雇用の多様化論（「雇用のポ
ートフォリオ」論）にもとづく多様な働き方を個人の自己責任において「選
択」するという論理にささえられている。またこの論理は「明日への投資」
（「ワーク・ライフ・バランス憲章」）という社会的投資アプローチに結び付
いている。したがって企業主導の「人事戦略」としてのワーク・ライフ・
バランス政策においては当然，市場の論理としてコスト・ベネフィットの
問題が生じてくる。
第二に，わが国におけるワーク・ライフ・バランス政策は雇用政策と少
子化対策からなっている。両者の論理は異なるものであるが，少子化対策
は道具主義的に雇用政策に結び付くことになる。例えば後述のように少子
化対策として策定された「次世代育成支援対策推進法」（2003年）は，一
方で「職業生活と家庭生活の両立」を促進しながら，他方では，多様な働
き方と多様な労働条件の整備を示している。
第三に，「仕事と家庭生活の調和」の含意は，市場における労働（支払い
労働）と家庭における労働（無償のケア労働）との調和の問題である。そ
こでは，市場労働と家庭における男女役割分担の解消というジェンダーの
視点が不可欠でありその基軸は，家庭におけるケア労働の社会的意味を概
念化することである。1991年の男女労働者を対象とする育児休業の法制化
や，「改正・育児休業法」（2010年）の「パパ・クォータ」の導入のように
ケア労働を男女両性で負担する方向性が目指されているにもかかわらず，
その実現が基本的に企業主導の政策にまかされている。ここでは，企業主
導の市場の論理にもとづく政策の帰結とは何かを明らかにするとともに，
本来の「仕事と家庭生活の調和」を達成する上で個人と企業と国家の位置
づけを明らかにするという問題が生じる。
それでは以下，Ⅰにおいてまず「仕事と家庭生活の調和」において先行
するEUの事例を検討する。そこでは，ジェンダー平等の視点が明確である
ワーク・ファミリー・バランス政策（以下，WFBと略記）がEU雇用戦略
のもとで，しだいにワーク・ライフ・バランス政策（以下，WLBと略記）
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といいかえられていく過程をみる。Ⅱでは日本におけるWLBの論理を考察
する。ここでもまた雇用の多様化論と少子化論という二つの政策の関係が
道具主義的に絡み合っていく過程をみる。さらに少子化を女性の「選好」
の問題に還元する，キャサリン・ハキム（Catherine Hakim）の「選好理論
（Preference Theory）」を検討する。ハキムの理論は母国イギリスやEUに
おいてのみならず，日本の政策展開においても一定の影響力をもっている
と考えられる2）。
Ⅰ　ワーク・ライフ・バランス政策のインプリケーション
　　― EUにおけるジェンダー平等の展開3）
１．「ジェンダー平等政策」，「取り込み（cooptation）」と「開放的調整政策」
ジェンダー平等が，EUにおいて法的にも政策的にも，もっとも発展した
分野のひとつであることは明らかである（宮崎2005：15）。けれどもスト
ラティガキ（Strategaki 2004）が述べるように，EU統一は「アイテンティ
ティを形作るプロジェクト」と「経済的・政治的・社会的変化を共同的か
つ実践的方法で育む」という二つの相互に絡み合ったプロジェクトからな
っていることも事実である。したがってジェンダー平等は，一方では理念
として発展しながらも，他方では政治的・政策的にジェンダー平等を「取
り込む（cooptation）」という政策のために一連の政策パッケージの枠組み
のなかで理念を変質させることがあるという（ibid. 2004: 31）。
それに加えてEC（European Council）の「開放的調整（open method 
coordination）」という手法によって，指令はターゲットを設定するだけで
あり各国はそれぞれ独自の政策手段をとることができるために，「社会的統
合の目標は，調和（harmonization）から収斂（convergence）へと変化し
ている」（ibid.： 33）。つまりターゲットにむけての政策手段はオープンな
ので加盟各国による異なるアプローチがジェンダー平等の理念の「変質」
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をもたらすという（Rubery 2002）。ここにEU共通の政策達成の難しさがあ
る。
EUでは，ローマ条約119条（現141条）において「男女同一賃金原則」が
規定されて以来，数々の行動計画によって男女間の雇用平等が強調されて
きた。その中で最初に「仕事と家庭生活」の調和への言及が見られるのは，
1974年の『社会行動計画』においてである。だがそれは「家庭責任を有す
る女性の就業を可能にするための一手段」（宮崎　2005：24）という認識
にとどまっていて具体的施策については「曖昧」なままであった。
（Strategaki 2004 ：42）4）その後，80年代には福祉国家の「縮減」過程を背
景としてジェンダー平等についての法的展開はみられない。親休暇指令の
立法化が望まれていたが「イギリスの猛烈な反対」で頓挫することになる
（同上）。一方，加盟各国のあいだにも国家が家族という私的領域に関与す
ることへの「警戒」があった，と言われている。ルイス（2003b）はイギ
リス保守党時代の家族政策に対して，一方では労働するか育児をするかの
決定は女性に任せるという「リバタリアン」，他方では母親が雇用を求める
ことに対して疑念を示す「権威主義」と呼んでいるが（ibid., : 222）， その
ような思考は80年代のEU全体の支配的潮流をなしていたと思われる。
だがその後，1989年の『労働者憲章』と1990年の『第三次男女雇用機会
均等計画』のなかに労働と家族責任の調和が再度取り上げられることにな
る。それ以来，WFB政策はEUの家族政策の主流になってくる。1995年に
は「親休暇および家族的理由による休暇に関する指令」，「育児に関する勧
告」，2001年には「パート・タイム労働指令」が採択されることによって
WFBの法的枠組みが整う。5）ジェンダー平等の視点からとくに注目される
のは第１に，親休暇指令の中で育児休暇が「譲渡できない権利」と規定さ
れており休暇は家族単位ではなく男女各労働者に与えられるべきであると
されていること，第２に育児に関する勧告の中で男女間の平等な育児の達
成を目的として，男性の育児参加促進措置についての言及がみられること
である（宮崎　2005：25）。他方，2001年の「パートタイム労働指令」に
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おける「柔軟な働き方」の概念は曖昧で多義的であると言われている。一
方における労働者が仕事と家庭を両立するために必要な「柔軟な働き方」
と，他方における，グローバルな市場が要求する「柔軟な働き方」とを区
別する必要がある。ここでは，コリンズ（Collins 2003）がいうように，「育
児休暇」，「出産休暇」，「職場復帰する権利」などの「労働の柔軟性」の決
定権を労働者が手にするという視点が必要であろう。これは伝統的な労働
法や労働契約法の枠組みに変更を迫る議論でもある。
２．EU雇用戦略におけるワーク・ファミリー・バランス政策とジェンダー平等
（１）EU雇用戦略におけるワーク・ファミリー・バランス政策
まず出発点としてあげられるのは1997年のルクセンブルク・サミットで
あ る。 そ こ で は 雇 用 戦 略 の 四 つ の ガ イ ド ラ イ ン と し て， 職 業 能 力
（employability），適応能力（adaptability），企業家精神（entrepreneurship）
そしてジェンダー平等（gender equality）が挙げられている。これをうけ
て1999年には，「ジェンダー主流化」の指針が言及されて，すべての政策に
ジェンダー平等の視点が導入される（Rubery 2002, Rubery et al. 2003）。6）
だが同時に，WFB政策の「雇用主導の政策（employment-led policy）」と
いう性格もこの「枠組み」によって規定されることになる。
また2000年のリスボン・サミットでは雇用率の具体的数値目標が定めら
れる。すなわち2010年までに女性の雇用率を60％7），全体の雇用率は70％
というターゲットである。それと同時に女性の労働力率を高めるための保
育政策のいっそうの拡充が提案される。さらに，2001年と2002年にはフラ
ンスとフィンランドが議長国の時に，女性の政治参加率の上昇とWFB政策
が目標として掲げられる。これをうけて2002年のバルセロナ会議では保育
施設の具体的ターゲットとして3歳以下の充足率は33％，3歳以上の充足率
は90％に設定される。これら一連の数値の設定は，一方でジェンダー平等
達成への道筋を具体的に明らかにしたという点では評価できるのである
が，他方ジェンダー平等という政策目標にたいして，政策手段がしだいに
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「道具主義」化していく道筋でもある（Rubery 2002，Lewis et al. 2008）。
（２）WFB政策からWLB政策へ
以上に見られるように， WFB政策はEU雇用戦略の枠組みの中で女性雇
用率の上昇と保育政策の推進という二つの柱から成り立つことになる。「女
性雇用率」の上昇という目標自体は70年代後半以降からの女性の雇用率の
上昇傾向によって，その「正当性」を与えられる。だがここにはいくつか
の論理が含まれている。ルイス（Lewis 2003b）はそれを次のように言う。
第１に，このWFB政策が子供の貧困克服のための「社会的包摂」という
EU戦略に連携すること。そこでは子供への保育サービスや所得控除は「ケ
ア」にたいしてというよりも，むしろ「子供によりよい人生のスタートを
与えるための初期教育」に対する社会的「投資」と考えられている（Lewis 
2003：219）。第２は，子供の貧困克服とシングルマザーの就労促進が連携
するということ。つまり，子供の貧困の多くがシングルマザーの一人親家
族のもとに集中しているということから，所得を増大して子供の貧困を克
服するために女性の雇用率上昇のターゲットがシングルマザーに向けられ
るということである（Rubery et al.2000, Lewis 2003）。第３は，このよう
な保育政策と女性の就労促進策が，就労と福祉を結び付ける welfare to 
work政策の論理にもとづいているということである。ここでは貧困で子供
のいるウェルフェア・マザーを就労させるということが直接の目標となる。
そして2000年以降，WFB政策のなかに「労働力のフレキシビリティ」，「多
様な働き方」が積極的に導入されることによって女性による雇用と就労の
「選択」の問題は，しだいに「両親による選択」という「中立的用語」に変
化していく。こうしてWFB政策はWLB政策という用語に変化していくので
ある。
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Ⅱ．日本におけるワーク・ライフ・バランス政策をめぐる議論
それでは，日本ではWLBはどのような文脈で論じられているだろうか。
また90年代，「ワーク･ファミリー･フレンドリー」から始まって，WFBと
して「仕事と家庭生活の調和」を求めるという政策は，政府においてもア
カデミズムにおいても，その意味について，きちんとした議論もおこなわ
れないままにWLB政策と言い換えられるようになった。8）たとえば大沢真
知子は，両者の関係について次のように述べている。「90年代に入ると，そ
れまでの『ワーク･ファミリー･バランスは』は，独身や子供のいない女性，
あるいは男性会社員についての仕事と生活の調和に関するニーズに対応で
きないことから，その対象が広げられ，従業員全体の私生活に配慮したプ
ログラムへの取り組みがおこなわれるようになった。これが今日の『ワー
ク･ライフ･バランス』である」と。つまり大沢によれば，WFBにおける
「両立支援といった福祉的施策の枠組み」は，WLBにおける「働きながら
責任や要望を果たせる環境づくり」へと政策の目的と手段そして対象を変
化させたことになる。大沢によれば，その「本質」は「もう企業は個人を
守ってくれない」，そういう「自己責任」の時代にはわれわれは「働きなが
ら学び続けることが必要不可欠」ということになる（大沢　2008：27-28）。
WLB政策を「キャリア権」という法的権利の構想や（諏訪1999：54），「明
日への投資」に結びつける立場（「ワーク・ライフ・バランス憲章」）も同
様の文脈で論じられる。このような考え方は，以下で述べる日経連の「新
時代の『日本的経営』」（1995年）や「雇用対策法」（2001年）のもとで，
人事戦略としてのWLB論の文脈を形作ることになる。そこでは労働者の
「ニーズの多様性」というレトリックのもとで「ワーク・ライフ・バランス
の実現のためには，働き方や処遇条件を決定する企業の人材活用の見直し」
がもっとも重要ということになる（佐藤・武石 2008：5）。
それでは以下，雇用の多様化論の中軸をなす「雇用のポートフォリオ」
戦略とは何かを説明したあとで，わが国のWLB論のなかで，とくに労働市
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場改革としてのWLBという論理と，「統計的差別」解消としてのWLBの論
理について見ることにしよう。その後で，WLBの論のもうひとつの柱であ
る少子化対策論と，キャサリンハキムの「選好理論」の検討に移ることに
する。
１．雇用の多様化論9）
（１）「雇用のポートフォリオ」戦略
雇用の多様化の方向性を明確に論じたものとしてとくに注目されるの
は，日経連 ｢新時代の『日本的経営』｣（1995年）と2001年の「雇用対策
法」の改訂である10）。前者はそれまで個々の民間大企業で行われた改革を
総括し，雇用・賃金改革の具体的指針を表したものであり，後者は政府の
雇用・失業対策を，雇用の維持・安定や解雇防止から雇用流動化と創業支
援へと転換していくものである。とくに前者において提起された労働市場
を流動化させ就業形態を多様化させるための「雇用のポートフォリオ」と
いう戦略（労働者を三つのグループ，①長期蓄積能力グループ，②高度専
門活用型グループ，③雇用柔軟型グループに分ける）はのちにWLBの考え
方の中核となってくる11）。それ以降，「新・日本的経営」の普及によって労
働者の個別化，多様化が一挙に進むことになり，同質性，一律性を前提と
した日本的労使関係はその基盤を掘り崩されることになった。（石畑・牧
野　2009：119）後述するように，2003年に少子化対策として提起された
「次世代育成支援対策推進法」も301人以上を雇用する企業に対して「職業
生活と家庭生活の両立」と育児・介護休業法の取り組みを促進するととも
に，「多様な働き方」と「多様な労働条件」の選択肢の拡大を示している。
（２）労働市場改革とWLB
八代尚宏はWLB論を「労働市場改革」論の文脈で論じる（八代2008：
31）。まず労働市場改革について八代は次のようにいう。すなわち「今の労
働法制では，雇用保障を重視しすぎることで，結果的に，残業の少ない働
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き方の選択肢をえらべない」それを中立化するためには「合理的な資産の
組み替え」が必要である。「家計でも企業でも，その保有する金融資産の構
成は高い成長期には収益性を重視したハイリスク・ハイリターンの考え方
で投資する一方，低い成長期には，ローリスク・ローリターンの流動性に
重点をおくことが合理的である」，と（八代　2007：69）。ここで八代のい
う「ローリスク・ローリターン」とは，労働市場においては上述の「雇用
のポートフォリオ」でいわれる，三つの労働者グループの組み合わせの戦
略であり，「不況時には雇用調整が容易な非正社員の比率を高めなければな
らない」ということになる（同上）。
こうして八代は，労働市場の流動化を阻む日本的雇用慣行による正社員
保護主義を批判する。「多様な働き方」と「多様な労働条件」の選択肢を拡
大するためには日本的雇用慣行を改革することが必要となる。労働市場の
改革の内容は以下の三点である。第一に「派遣労働を社会的に多様な働き
方の一つとして認知すること」，第二に「正社員の解雇規制の弾力化」，第
三に「多様な働き方を支援する人材ビジネスの育成」である（同上：169）。
このような主張は，90年代以降の非正規労働者の増大（全労働者の三分の
一の非正規化）という現状を市場主義によって正当化する考え方であろう。
けれども八代による「同じ企業内に，固定的な働き方と流動的な働き方が
併存する多様な社会を目指す」（同上：174）という「理想」と，現実（経
済格差，ワーキング・プアそして希望の喪失）との乖離はあまりにも大き
い。
その一方で，八代は「同一労働・同一賃金」を主張する。だがそれは八
代によれば正規労働と非正規労働の「賃金の均衡化」を意味することにな
る。すなわち「同一労働・同一賃金」とは「市場での競争が十分に働いて
いれば，同じ商品やサービスの価格は等しくなるという，『一物一価の法
則』を労働市場にあてはめただけにすぎない。…現状の働き方で，法律で
無理やりに同一賃金を強制するようなイメージを持つ場合があるが，そう
ではなく，働き方の壁を低めることで，市場の力を活用し，自然に均衡賃
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金が基本となる」。「同一労働・同一賃金」とともに労働市場の効率性と公
平性がともに達成されることになる。だが日本の労働市場には，「受給バラ
ンスを反映した賃金形成を妨げる障壁」が存在する，それは企業内組合と
日本的雇用慣行である。ゆえに，企業の合理的行動の実現によって効率性
を達成し，労働者にとっても多様な働き方と，「同一労働・同一賃金」を達
成するためには，労働市場改革が必要ということになる（八代2009：７
３）。八代は一貫して規制緩和と企業のコスト・ベネフィットによる公平性
と効率性の実現という経済合理性の追求を主張する。12）
したがって，WLBについても，以上のように規制緩和と労働市場改革の
文脈で論じられる。すなわち「男女の固定的な役割分担」は「日本的雇用
慣行の隠れた特徴」であり，その改革のためには「育児休業を活用して，
男性の働き方に女性を合わせようという考え方…には限界がある」，「むし
ろ，女性の多様な働き方に画一的な男性の働き方を合わせていく」（同上）。
重要なのは「多様な働き方」，すなわちWLBの「選択肢」の拡大と「合理
的」な規制の改革である，と。そこでは女性の雇用労働者の約半数が非正
規である現状に男性を合わせていくという，雇用の非正規化の方向が目指
されているといわざるをえない。
（３）WLBと「統計的差別」解消の論理
山口（2008a, 2008b, 2010）のWLB論は，「男女賃金差別」解消の論理の
なかで論じられる。山口はまず，日本の「男女賃金格差」（2002年の厚生
労働省の審議会「男女間の賃金格差にかんする研究会」によれば男性の平
均賃金水準100に対して女性のそれは65.3）がきわめて大きく，しかも強固
に存在し続ける原因は企業による「統計的差別」が原因であるとする。そ
して山口は「男女の賃金格差解消への道筋―統計的差別の経済的不合理性
の理論的・実証的根拠」（山口2008ｂ）を探るという文脈の中でWLB論を
展開する。それは二つの論理で展開される。
一つは，「統計的差別」理論自体の内容についてである。つまり，統計的
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差別とは通常次のように説明される。
「女性というグループがあります。女性の中にも一つの企業に長く務める
人もいれば，すぐに辞める人もいる。しかし個々人が長く勤めるのか，す
ぐに辞めてしまうのかはなかなか判断しにくいし…コストがかかります。
そこで…平均値にもとづいて判断をし，それに基づいて，例えば採用です
とか，あるいは人材活用ですとか，そういったものをしていきます。これ
が『統計的差別』です。統計的というのは，平均値にもとづいてというこ
とを意味しています。…コストを節約するため，企業の合理性から考えて
判断し，女性は早く辞めてしまうんだという前提にたって人材活用を考え
たほうが，コスト・ベネフィットの計算上は得になる。」（山口・樋口2008；
211−13，ここでの記述は樋口による）
このような統計的差別理論はベッカーの差別の経済学から派生してお
り，企業による女性（そしてさらに黒人やヒスパニックなどのマイノリテ
ィを含む）に対する差別が経済合理的であることを説くものである。それ
に対して山口は，実は，この統計的差別理論自体，四つ（フェルプスの理
論，エイグナーとケインの理論，アローの理論，そしてコートとラウリー
の理論）の変種があって，それらの理論ではすでに統計的差別理論のいく
つかの不合理性が明確に論じられているとする13）。「不合理性」とは例え
ば，統計的差別理論は一般職女性のインセンティブを失わせて生産性向上
意欲を失わせてしまう（コートとラウリー）とか，「逆選択」つまり企業は
女性一人一人の資質について知らないが，雇用者の女性は自分自身のこと
を知っているから，高賃金だったら働く有能な女性がやめてしまう（アカ
ロフ，シュワップ）などである。さらに，山口はベッカーによる家族の経
済学の援用である「予言の自己成就」（企業による女性は離職するという予
言にたいして，女性は合理的判断で離職を選択するという。これはベッカ
ーによる離婚の予測とのアナロジーである）も統計的差別理論の不合理性
との関連で論じられる。（同上：52−58）
そしてもう一つの論理は，現実の日本の企業はどのような統計的差別を
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おこなっているのか，についてである。つまりここでは日本の特殊性が論
じられる。山口は離職のコストの算定には二つの要素があるとする。ひと
つは「離職が起こる確率P」，もう一つは「離職が起こったときのコストC」
である。したがって女性の離職の平均コストである「期待コスト」は要素
の積PCである。だから企業による「期待コストを下げる戦略としては起こ
った場合のリスクCを下げるという戦略と，リスクPを下げる戦略がある」
（同上：57）。しかしわが国の企業はCのみを下げることばかり考えて，Pを
下げることにはほとんど目が向いていない。そこに前述の「予言の自己成
就」や「逆選択」が起きるのである，と。したがって，日本の企業による
統計的差別を解消するためには「リスク減少策である企業のワーク・ライ
フ・バランス戦略が合理性をもつ」とされる」。（同上：37）山口はいくつ
かの「実証的」統計的結果（中田 1997, 2002）をもとに「男女賃金差別」
をもたらす日本の特殊状況を以下のようにまとめて，そこからの脱却の道
を提示する。その特徴とは以下のとおりである。
第一に，女性の結婚・育児による高い離職率―「統計的差別の原因」
第二に，「わが国の雇用は年功賃金制度や正規雇用の強い雇用保障」があ
る。
第三に，「ワーク・ライフ・バランスへの取り組みの遅れ」
第四に，人事決定が，人事部・人事課の裁量にまかされている。
したがってこれらの特殊状況を解消し「男女賃金格差」を解消するため
には「企業の戦略」（山口2008a:231)としてのWLBを推進し，同時に，労働
市場の流動化と人事決定を欧米型のように現場の部局で決定するという方
策が提示される（同上：234）以上，見られる山口の分析の特徴は以下のと
おりである。
第一に，山口は「男女賃金格差」の要因分析にさいして，男女雇用形態
の違いが約30％，フルタイムで正規雇用者内での男女の賃金格差が約55％
であると述べながらも，分析にさいしては「正規・非正規の割合の男女差
は男女の雇用機会の不平等によってうまれるが，フルタイマーとパートタ
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イム就業の割合の男女差は，社会における仕事と家庭の両立度などにも影
響されるものの，男女の選好の違いにより生まれると仮定する」（山口2008
ｂ：46）。したがっ分析の対象は「フルタイム正規の女性労働者」に限定さ
れる。そしてパートタイムという就業形態は男女の「選好」に解消される。
実際には女性の雇用者の３分の１はパートであり，アルバイト・派遣を含
めれば，その過半数が非正規である。このような分析の理論的限定は山口
の方法（「家族の経済学」）にもとづくとともに，企業の合理的行動とWLB
戦略を考察するという課題にも制約されている。
第二に，上述のように山口の論理の特徴は企業による「統計的差別」の
不合理性を指摘するとともに，その不合理な要因（「逆選択」や「予言の自
己成就」など）が解消されれば，経済合理性の場に転化するということで
ある。そして，その不合理性の解消のためにWLB政策が必要ということに
なる。そこでは山口が課題としてかかげた「男女共同参画」が達成される
のだろうか。第一の論点にも拘わるが，家庭における家事やケア労働にお
けるジェンダー平等の視点がないために，パート労働を強いられる立場（た
とえばシングルマザー）の女性に対する視点は，理論的には皆無である。
２．少子化対策論
日本における少子化対策は1990年（1.57ショック）以降，本格化した。
それはまず主として，女性が担っていた家庭における育児や介護のケアを，
男女共に担う制度を法制化することになった。少子化対策という異質な論
理を契機にしたのではあるが，そこには，結果的に，ジェンダー平等の視
点が組み込まれていたと言ってよいだろう。14）
（１）少子化とケア政策
ところで少子化政策と雇用政策はケア政策を媒介としてどのように結び
つけられたのであろうか。まず少子化対策とケア政策の連繫から見ること
にしよう。80年代半ば以降の女性の就業率の上昇と出生率低下の逆転現象
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に対する ｢天地がひっくり返るほどの（the world turned upside down）｣ の
衝撃があげられる（Castle2003：, Leswis2009: 25）。すなわち，1960年以来，
先進各国では女性の就業率が高まるにつれて出生率は低下した。事実1960
年と1980年との比較では，OECD平均で出生率は2.88から1.87へ，しかも
すべての国で低下した。ところが，1980年と1998年との比較では西欧各国
と北欧における女性の就業率の上昇と出生率の上昇が同時に生じたのであ
る。 
ここから次のような政策的インプリケーションが生じる。すなわち女性
の就業率は少子化に直接結び付くわけではない。1980年代半ば以降の北欧
や西欧の一部の国での女性の就業率の上昇に伴うケア政策の充実が当該国
における出生率上昇をもたらしたのではないか。したがって，女性の雇用
率上昇を支える保育サービスや育児休暇のようなケア政策が必要である。
つまり，ここで少子化対策がケア政策と結び付く。このような政策の論理
は，わが国においては，1.57ショック直後に法制化された1991年の ｢育児
休業法｣ や ｢今後の子育て支援のための施策の基本的方向について｣，｢緊
急保育対策五カ年事業｣（1994年）の策定に結び付く。これはさらに，人
口問題審議会の各種報告書や内閣府男女共同参画会議 ｢仕事と子育ての両
立支援策に関する専門調査会｣ による ｢男女共同参画の実現に重要かつ緊
急の課題｣（2001年）をへて，2002年１月に発表された将来の合計特殊出
生率1.39を契機として「少子化対策プラスワン」（2002年），｢少子化対策社
会基本法」，｢次世代育成支援対策推進法｣（2004年）として法制化されて
いく。
以上の一連の少子化政策の流れは，基本的には女性の雇用率上昇にとも
なうケア政策の充実というジェンダー平等の方向性を示したことである。
われわれはここに，このような法制化が実現する背景として国連93SNAの
サテライト勘定による無償労働の測定15）や95年北京女性会議におけるジェ
ンダー主流化の採択，さらに理論的背景として国際フェミニスト経済学会に
よるケア労働に関する研究の進展16）（Himmelweit1995，久場1996，竹中2001，
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久場2002）があったことを明記すべきである。しかし，その一方，このよ
うな発展過程においてすでに少子化対策は雇用政策と連携することによっ
てWLB政策のもつ道具主義的性格を作り上げていくのである。
（２）少子化対策と雇用政策
上述のように1990年代以降急速に法制化が進められる少子化対策はし
だいに雇用政策との連携を強めていくことになる。前述のように1995年の
経団連による ｢新時代の『日本的経営』」における ｢雇用ポートフォリオ｣
戦略や，2001年の「雇用対策法」における労働の流動化への労働政策の方
向転換を背景として2003年に法制化された「次世代育成支援対策推進法」
では，一方で301人以上を雇用する事業主に対して「職業生活と家庭生活の
両立」と行動計画策定の義務付けおよび介護・育児休業法を上回る取り組
みを促進するとともに，他方では所定外労働の削減，フレックスタイム制，
多様な働き方の選択肢の拡大，在宅勤務の推進などの多様な労働条件の整
備を示すことになる。これを萩原（2010：83）は，「官民連携体制」の整
備とおさえた上で，両者を結びつけたのは合計特殊出生率の反転と企業目
標としての経営業績の向上としての「ふたつの『生産性』への効果」（同
上）であると，適切に特徴づけている。17）
こうして少子化対策の含意はジェンダー平等から雇用政策（ポートフォ
リオ戦略）へと転換し，WLB政策は道具主義的性格を帯びていくのである。
３．女性の ｢選好｣ という論理
　　―キャサリン・ハキム「選好理論（Preference Theory）」批判
これまで見てきたように，WLB政策は雇用主導の政策になっている。事
実，少子化対策の一環として制定された「次世代育成支援対策推進法」
（2003年）では，上述のようにWLB政策とともに，「多様な働き方」（所定
外労働時間の削減とフレックスタイムなど）と，「多様な労働条件（在宅勤
務など）が連繫してすすめられることになった。またそれは，個人の多様
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な「ニーズ」や「選好」を重視すると言われている。18）
本節では，個人主義，市場主義を反映した少子化政策の理論としてキャ
サリン・ハキムの「選好理論（Preference Theory）」を検討する。ハキム
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家庭指向 適応型 仕事指向
女性の20% 女性の60% 女性の20％
10％―30％の間を変動 40％―80％を変動 10％―30％を変動
家族生活と子どもが人生を
通じて高い優先性
このグループは最も多様で
あり，仕事と家庭の両立を
望む女性，両者を揺れ動く
女性，確たるキャリアを持
っていない女性を含む
子どもがいない女性はここ
に集中する
人生の主要な優先度は雇
用，あるいは政治，スポー
ツ，芸術のような均等な諸
活動
仕事を望まない 働きたいが，完全にキャリ
ア形成に参加するわけでは
ない
仕事への参加，あるいは均
等な諸活動
知的才能として獲得された
資質
仕事目的によって獲得され
た資質
雇用あるいは他の諸活動の
ための資質への大きな投資
子どもの数は政府の社会政
策，家族の豊かさなどによ
って影響を受ける
雇用政策には反応しない
このグループは政府の社会
政策，雇用政策，機会均等
政策その宣伝/不況/成長な
どに影響をうけやすい
たとえば：所得税と社会福
祉手当，教育政策，学校の
行事予定，育児サービス，
労働する女性に対する公的
な姿勢，女性雇用を促進す
る法制度，労働する女性に
対する組合の態度，パート
タイム労働と労働のフレキ
シビリティの利用可能性，
経済成長と豊かさと制度的
要因一般
経済機会，政治機会，芸術
上の機会などに影響を受け
やすい
社会/家族政策には影響を
受けない
典拠）Hakim(2000, 158)より。
表１　21世紀の女性の仕事とライフスタイルに関する選好の分類分け
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の理論は「女性が何を望んでいるか」という女性の「選好」にターゲット
をあわせて，それに応じた少子化対策を提起する。
ハキムは表１のように女性をそれぞれの選好に対応する三つのグループ
（①家庭指向型，②適応型，③仕事指向型）に分ける。そして，Hakim
（2000）は当時の労働党政権のケア政策の対象が「仕事指向」型の少数派
にもっぱら向けられていることを批判して，「家庭指向」型の同じく少数派
（専業主婦）にこそケア政策の焦点を当てるべきであると主張する。
Hakimの理論は，イギリスを中心としてEUの中道・右派の家族政策に大
きな影響を与えているのであるが，（たとえば，Hakim et al. (2008), Little 
Briton: Financing Childcare Choice, Policy Exchange.），同時に，わが国の
少子化論議にも一定の影響を与えている。たとえば，「保育所を整備すれば
子どもは増えるのか」と問い「保育のマクドナルド化」を憂う池本（2003，
2009）も，企業主導型のワーク・ライフ・バランス政策の短期的なコスト・
ベネフィット視点の問題点を指摘し公共政策として長期的コスト・ベネフ
ィット視点に立って国・自治体が中心となって進めていくヨーロッパ型の
ワーク・ライフ・バランス政策を支持する権丈（2009）も，「基本的枠組
み」としてHakimの選好理論にもとづいていると考えられる。すなわち，
両者ともに「社会規範としての女性の生き方ではなくて，女性自身が自分
の人生をどう考えているのかに注目」（同上：172）するという視点と方法
である。池本と権丈は，その基本的立場や少子化政策の位置付けは異なっ
ているが，ここで筆者が問題にしたいのは，女性の中立的「選好」やそれ
に伴う女性の自由な「選択」という概念や方法が孕む理論的・政策的問題
点である。以下，検討することにしよう。
（１）ハキムにおける「選好理論」と合理的選択論
ま ず ハ キ ム の「 選 好 」 概 念 の 理 論 的 性 格 を み る こ と に し よ う。
Hakim (1991) “Grateful slaves and self-made women: fact and fantasy in 
women’s work orientations”, は，彼女の多数の文献のなかで，のちに，
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Hakim (2000), W ork-Life Style Choices in the 21st Centuryとして最終的に確
立する「選好理論」の問題意識とその基本的枠組みを提示している。ハキ
ムはどのような問題意識をもって「選好（Preference）」概念を導入したの
か，その理論的，政策的インプリケーションはどのように説明されている
のか。以下，少し詳しく検討することにしよう。
ハキムの問題意識は，労働市場に強固に存在する「分断化（segregation）」
の理由を説明する「質的」に新しい理論を構築することにある。彼女はイ
ギリスのBritish Social Attitude Survey1984,1985，やアメリカのNational 
Surveyなどに依拠しながら，なぜ女性は賃金や安全性，フリンジ・ベネフ
ィットなどの労働条件が低い仕事に対して「不釣り合いなほど高い満足度
を示している」のだろうかと問う。この「満足度」はのちに女性の仕事に
対する「考え方（attitude）」と仕事への「係り合い方（commitment）」を
規定するとされるのであるが，ハキムはこれを女性労働の「パラドックス」
（Hakim 1991: 101）とか，「非合理的満足」（ibid.:103）とよんでいる。こ
うして，ハキムは，分断化を「不正であり女性の意思に反している」
（ibid.:102）とするジェンダーやフェミニストの理論分析を批判することに
なる。
ハキムによれば，女性の仕事に対する満足度は，パート労働は正規労働
よりも高く，家内労働（Home worker）（Hakim1991では，Home workerは
家事労働の他に家内労働を含んでいると考えられる）はパート労働よりも
高いとする。そして，一部（当時の資料でいえば，女性労働の３分の１と
推定されている）のキャリア志向型の女性以外は，低い仕事に満足してい
るとする。上述のHakim （1991）の表題にある「居心地よい奴隷（Grateful 
slaves）」とは家内労働者のことであり，「自立した女性（self-made women）」
とはキャリア志向の少数派の女性であるという。もちろん，この文脈は
1980年代中葉の資料に基づいており，現代の労働市場における女性の進出
にくらべて数値を異にする。しかし，その後もハキムは一貫して，ここで
確立した「選好」概念によって女性をグループ分けして，女性の労働にた
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いする「考え方」と「選択」，それにもとづく「行動」の違いを労働市場分
断化存続の理由の説明の理論的根拠にする。いわく，女性は仕事を「選択
する自由があるが，男性は働くか否かについて全く選択できない」
（ibid.:103）と。こうして，パラドックスを説くカギは，女性の「選好」で
あり，それを規定する要因は第一に「仕事を他の生活の優先順位に合わせ
るという慣習的要因（conventional factor）」，第二に「仕事に関する夫の選
好に従うことができるという慣習的要因」（ibid.: 107）と述べる。
このような女性特有の「選好」を強調することについては，データの読
み方を含めて，「フェミニストの過ち」（Jay Ginn, et al. 1996）とかフェミ
ニスト「本質主義」という批判（Crompton and Lyonette 2005）があり，
現在もなお論争は継続している。しかしハキムの理論は労働市場分断化を
市場における強制関係（家父長制など）によってではなく，むしろ，新古
典派の合理的選択理論によって説明する方向に向かっていく。すなわちハ
キムによれば，労働市場の分断化は歴史的にもまた国によっても異なって
はいるが，分断化の事実とその存続自体については，「いまや，女性自身の
選好と選択の反映とみなすべきであって，ベッカーが言うように，雇用者
は一定のタイムラグをともなって，彼らの考え方を修正するのである」，
と。また経済学における「合理的選択理論は（社会学による―引用者挿入）
選好や行動のデータから大きな利益をうるだろう」（Hakim 1991: 115），
と。
こうしてハキムの選好理論の基本的枠組みは方法論的個人主義というこ
とになる。論理必然的に，ハキムのいう女性の労働の「パラドックス」（低
い労働条件と高い満足度），すなわち「非合理的満足」は「慣習的要因」に
よる「選好理論」に基づけば，実は，結果として「合理的」な均衡に転化
することになる。すなわち，最終的にはパレート最適の状態ということで
ある。
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（２）女性の三つのグループと政策的インプリケーション
ハキムは上述の「選好理論」にもとづいて，仕事とライフ・スタイルに
ついての女性の「選好」を表１のように「家庭指向型」，「適応型」そして
「仕事指向型」に分ける。ここで「適応型」の女性の労働はパート労働が大
半であるが，この三つのグループは労働形態からすれば，「家庭指向型」と
「適応型」からなるパート労働と「仕事志向型」の正規労働の二つに分類す
ることができる。
さらにハキムは「選好理論」が労働市場分断化論の研究にたいしてもつ
含意について次のように述べる。「職業分断化の研究は，今後，正規雇用の
労働力にのみ限定すべきであって，現実的な労働参加を伴わないパート労
働は除外すべきである。また支払い労働に対する（人的―引用者挿入）
投資の問題は所得の男女差別として研究されるべきである。同様に，（男女
の─引用者挿入）所得格差の重要な理由については，仕事の分断化にか
えて，コンパラブルワースの問題に再着目して研究されるべきである」
（Ibid.: 114），と。つまり，労働市場分析においては労働市場分断化論は排
除して，正規労働の男女間格差に注目すべきということになる。またさら
に，ハキムは雇用者の労務管理はこのような労働の質的相違が女性の「選
好」にもとづくことを十分に認識すべきだ，という。Ⅱで述べたように，
この論点はわが国における男女雇用機会均等政策を女性正規労働に限定し
て論じる論理構成（山口2008b）と共通性をもっている。
それに対して，ハキムは社会政策とりわけ少子化対策は「家庭指向」の
女性に焦点をあてるべきであるとする。ハキムは現実に，イギリスにおけ
る中道・右派のシンクタンクの報告書（Hakim et al. (2008) Little Britons: 
Financing Childcare Choice, Polity Exchange）の中で，政府が勤労者向け
の育児休暇やケアサービスを充実させることに疑問を提起して，むしろ「家
庭指向」の女性への補助金である「両親在宅育児手当」を充実させること
を主張する。
この主張は2008年に保守党のジョージ・オズボーン（現，大蔵大臣）が
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労働党の育児サービスにたいして，それを「働く母親のためのものであっ
て，国家によって運営される保育園」と批判して，伝統的家族への回帰を
主張したことと共通の立場にたっている（Lewis 2008: 500）。事実，オズ
ボーンは2010年５月に保守・自民の連立内閣が成立してのちに大蔵大臣に
就任し，そこで最初にとりかかった諸政策に，チャイルド・トラスト・フ
ァンドの廃止構想が含まれていたことは象徴的である19）。
このハキムによる報告書では，女性の「選択」の自由，家族の選択の「自
由」が中軸をなしている。その基礎には，「発達した欧米の産業化社会では
女性の生活はほとんど男性と同じように自立（self-made）している」とい
う前提と，（Hakim 1991: 114）女性の行動は「社会的構造や家族の性格に
よる強制」に規定されているというよりもむしろ，「自己決定をおこなうア
クター」であるという理解がある。（ibid.）
（３）コメント
以上みられるように，Hakimは社会政策や雇用政策などの公共政策を重
視しながらも，その基本的枠組みは，方法論的個人主義である。女性は労
働に対する「考え方」や「選好」に応じて，労働にたいする「関わり方」
や「行動」を「自己決定」し「選択」するという論理はきわめて主観的で
ある。
ルイス（Lewis 2003, 2008,2009）もまた，ハキムが女性の労働の「考え
方（attitude）」を直接「行動（behaviour）」に帰結させる論理を社会的構
造的要因を無視していると批判する。さらに，Hakim et al. （2008）の序文
で，当該報告書の目的が，現実の保育の諸条件（どのような育児が利用で
きるのか，両親はどのような費用を払えるのか，政府はどのような政策オ
プションを提供できるのか）からなる「現実」との「妥協」のもとでおこ
なわれる「両親の選択」を「真の選択（real choice）」（ibid.:6）と呼んでい
ることに対して，それを「政治的レトリック」であると批判する。ルイス
（Lewis 2008）は，ハキムのレトリックに対して本来の意味での「真の選択
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（real and genuine choice）」とは，公正で適正な賃金，安全な労働，寛容な
家族政策が整った状態のもとではじめて可能なのであって，単なる現実的
な妥協ではない，という。（Lewis 2008:501）
さらにハキムは，パート労働を，基本的に家庭に優先順位をおくという
女性の「選好」に結び付けている。しかし，このような理解に対しては，
反証として例えば，シングルマザーのおかれた状況をあげることができる
だろう。たとえば日本のシングルマザーの就労率は84.5％（一般女性の就
労率は50.4％）であり，また仕事時間も先進国中最も長い（315分）（アメ
リカは242分，田宮・四方2007，『社会生活基本調査（2001年）』）のである
が，その一方，平均収入は213万円（全世帯平均536.8万円の37.8％，『2006
年度全国母子世帯等調査』，田宮・四方2007）である。その結果，日本の
母子世帯の貧困率は65％（親と同居する母子世帯では35%，有子世帯全体
では11％，OECD2006）である。また，日本の母子世帯の貧困率は，就労
している場合も高く，就労していない母子世帯よりも貧困率が高いという
稀な特徴をもつといわれている（OECD2006）。つまり，ここには，わが国
におけるワーキング・プアの問題が含まれている。シングルマザーは稼ぎ
主として市場で働き（家庭責任のためにその多くは，不熟練のパート労働
である），家庭ではケア労働をおこなう。労働市場における低賃金と，ケア
サービスの不足のもとで，シングルマザーは，極度の低賃金と子どもと過
ごす時間の不足の状態に陥っている。彼女らははたしてハキムの「選好理
論」では「仕事指向型」なのか，それとも「適応型」で両立型なのか。自
由な「選択」にさいして，ケアの責任がある人々は「細工がほどこされた
サイコロ」しか使用できないのである（Hobson 2003：1）。
日本においても，前述した権丈は「女性のライフコースに関する選好」
（権丈2009：173）に基づいて，女性を「家庭指向」，「双方指向」，「仕事指
向」とに分けて，比率的に大きい「双方指向」の女性たちにWLB政策を行
うよう主張するのであるが，そのような見解にたいしては，前述のように，
ハキムに対するのと同様の方法上の問題点が生じることになる。
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おわりに―WLBのインプリケーション
以上，日本のWLB政策の論理について，まとめることにしよう。
第一に，WLB，すなわち「仕事と家庭生活の調和」はわれわれにとって
普遍的な問題である。なぜなら職場における労働条件は，その裏側におけ
る私的生活の豊かさを規定するからである。そのような意味では，WLB政
策は「時間政策」でもある（竹中2001，Mückenberger 2006）。けれども，
これまでの考察で明らかなように，WLBの論理は「自律的個人」による
「多様な働き方」と「多様な労働条件」を自由に選択するという市場主義と
個人主義の論理にもとづいている。このような論理は実際には1980年代以
降，福祉国家の変容，「福祉の契約主義化」（White 2003）のなかで生じて
いるのであるが，そこでは，ケア責任がある人もそうでない人も，平等で
自律的個人としてあらわれる。そのような意味において，WLBを真に実現
するためには，家庭における育児や介護の無償のケア労働の社会的意義を
明らかにするというジェンダー平等の視点が不可欠である。これまで見て
きたように，わが国の議論には，そのような視点があまりにも稀薄である。
第二に，WLB論議の柱として位置付けられている少子化論も，女性の
「選好」にもとづく政策という方向性がとられている。その場合，ハキムの
「選好理論」に見られるように，女性のライフサイクルに関する「考え方
（attitude）」による「選好」の３分類（「家庭指向」型，「適応」型，「仕事
指向」型）の理論的，政策的意味を考える必要があるだろう。「選好」理論
はその背後にある社会的強制を排除することになる。そのような理論にも
とづいた政策は，例えば，パート労働に集中する女性の「行動」の社会的
意味を説明できない。道具主義的少子化対策とWLB政策の限界がここにあ
る。
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1） 同会議座長の樋口美雄慶応義塾大学教授は，委員の高木剛連合会長と御手
洗富士夫日本経団連会長とともに，福田総理に憲章と行動指針を提出した。
2） ハキムは，2007年５月に開催されたシンポジウム（コーディネーター，山
口一男）｢少子化とワークライフ・ファミリーバランス：世界と日本｣ において
招待講演をおこなっている。
3） 以下のⅠの内容は，基本的に原（2009ａ，2009ｂ）にもとづいている。
4） 「男女の家族責任の分担」を明確に謳ったのは，1975年のメキシコで開催
された国連世界女性会議においてである。
5） 育児に関しては，すでに，1990年のNOW（New Opportunities for Women）
でも言及されている。また，1993年には，WFBという概念が，はじめて，ジェ
ンダー平等や家族政策とは切り離された形で，労働市場との関連で，失業と成
長の問題として，とりあげられている（Stratigaki 2004 44）。
6） 以下のWLBに関する政策展開の記述は，Rubery (2002), Rubery et al. 
(2003) に依拠している。またジェンダー主流化の導入とともに，ジェンダー平
等がみえにくくなったことについては，同じく，Rubery(2002)を参照。
7） すでにフィンランド，スウェーデン，イタリア，スペイン，ギリシアでは
目標率を達成している。（OECD2006）
8） ファミリー・フレンドリーからWLB政策という文言への転換は，新自由主
義を軸とする小泉構造改革が本格化する2003年ごろからだといわれている。
（萩原2010：85）
9） 筆者は「Ⅱ」の基本的内容を，国際フェミニスト経済学会第19回大会
（International  Association for Feminist Economics Conference, in Buenos Aires, 
22-24th July 2010）で報告した。原（2010）参照。
10） 両者をわかりやすく解説したものとして，田代・萩原・金澤編（2006）の
第13章（247頁）と石畑・牧野編（2009），「Ⅴ―７」の119頁（両者ともに，村
上英吾執筆部分）を参照。
11） 佐藤博樹（2004，2009，2010）は「人事戦略としてのワーク・ライフ・バ
ランス支援」を説く。佐藤はＷＬＢ政策のコスト・ベネフィットについて「コ
ストを要するWLB支援もありますが，WLB支援の多くは，コストを要するので
はなく，WLB支援を行うことで社員の仕事への意欲や生産性が高まることが少
なくなく，経営に貢献するものです」（佐藤2010：５）と述べている。
12） 八代の規制緩和論批判として竹田（2008）を参照。
13） 四つの統計的差別理論の詳しい内容については，山口（2008ｂ）を参照。
14） 萩原（2010）では，1991年の育児休業法における男女機会均等の影響につ
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いて述べている。
15） 橋本美由紀（2005）参照。
16） Himmelweit (1996)，久場（1997，2002），竹中（2001）。国際フェミニスト
経済学会におけるケアの研究をわが国で最も早く紹介されたのは，久場（1997）
や同じく，久場氏の進化経済学会での報告「“合理的選択”に関するフェミニス
ト・クリティーク─ケアの制度経済学試論」（1999年，大阪市立大学）である。
17） ただし，この時期の政策について萩原（2010）は「ジェンダー非対称なア
プローチ」と呼んでいる。すなわち，「女性はその家族活動を起点に，男性はそ
の職業生活を起点に，職業生活と家族生活との相互連関を読み解いていくジェ
ンダー非対称なアプローチがとられたのである」（84頁），と。
18） この個人主義化は1980年代以降の福祉国家の縮減過程，すなわち，｢福祉
の契約主義化」（White 2003）の流れに対応している。そのことについては，原
（2008，2009a，2009b）を参照されたい。
19） イギリス保守党のホームページ参照。http://www.conservatives.com/
News_stories/2010/05/George_Osborne_sets_out_plans_to_save_6bn.aspx
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A Logic of Work-Life Balance in Japan: A Critical Reviw from
the Gender Perspective
Nobuko HARA
《Abstract》
The deregulation of Japanese labour market has brought flexibility of 
work and then the rapid destruction of Japanese-style employment 
practices. And furthermore, the declining birthrate in Japan has been 
seriously considered as a ‘problem’. In this context, policy makers and 
scholars have promoted work-life balance policy in Japan. The public debate 
of work –life balance, however, has been held in terms of neoclassical 
economics and feminists interested in policy issues cannot afford to ignore 
its power. 
Feminist economists have struggled to examine the interface between 
the family and the labour market. I think that the methodological 
individualism of neoclassical economics bypasses real-world problems which 
women face.
The paper proceeds as follows: Section Ⅰ presents some basic 
information on background of work-life balance policy. Section Ⅱ examines 
the logic of the work-life balance in Japan, both theoretically and politically.
